
                           

 

【事業の目的】 
 本市の持つ“交通の結節点”という拠点性を活かし、「ヒト・モノ・情報」

が集約する東日本の交流のプラットフォームを創出し、東日本地域との広域連

携を加速化することで、交流人口の拡大・対流の促進を図り、本市のにぎわい

創出並びに東日本地域の地方創生を実現します。  

 

【事業の内容】 
東日本の玄関口である大宮駅至近の場所に、東日本各都市の多様な「ヒト・

モノ・情報」が集まる交流のプラットフォーム「（仮称）東日本連携支援セン

ター」を設置し、地方創生に資する「シティプロモーション」、「ビジネスマ

ッチング」、「交流機能」を展開することで、交流人口の拡大や企業間取引の

増加などにつなげていきます。（詳しくは参考資料参照）  

 

【事業年度】 
 平成 2８年度～平成 32 年度（地方創生推進交付金  先駆タイプ（5 年））  

 ※推進交付金終了後も、継続実施を検討。  

 

【予算額（千円）】 
 平成 30 年度予算額  300,947 千円  

 平成 28 年度～平成 32 年度までの見込予算額  670,146 千円  

 ※地方創生推進交付金実施計画上の予算額を記載  

 

【財源】 
 地方創生推進交付金（平成 28 年度～32 年度  先駆タイプ）、一般財源  

 

【事業実施に至った背景・経緯】 
人口減少に伴う市場の縮小等に対応し、地域が持続可能性を有する社会を実

現するには、市域を越えた連携を「広域」かつ「幅広い分野」で実施すること

東日本交流プラットフォーム創出による東日本の活性化ＰＪ 

－Ｎｏ .１  さいたま市－ 

分野区分  Ｃ  



が必要不可欠です。その中で、本市では、「東日本の玄関口」、「交通の結節

点」といった本市の強みや優位性を活かし、本市のみならず東日本地域の地方

創生を実現するため、広域連携による地方創生を推進しています。平成 27 年

10 月 26 日に開催した、東日本地域の自治体首長による「東日本連携・創生

フォーラム」において提案され、平成 30 年度末の開設を目指しています。  

 

【事業のＰＲポイント】 
新幹線で繋がる東日本の各都市との連携を推進するため、平成２７年度から、

各自治体首長等が一堂に会した「東日本連携・創生フォーラム」を開催し、県

域を越えた、よりダイナミックな広域連携を進めています。  

「東日本の玄関口」、「交通の結節点」という強みを活かし、“東日本地域

の交流人口の拡大”、“過度な東京一極集中の是正”を目指して、本市のみの

活性化だけでなく、東日本地域の地方創生につながる“利他”の取組として、

本事業を実施しています。  

さらに、大宮駅周辺地域の民間事業者が中心となり、東日本地域との繋がり

を深めながら魅力あるまちづくりを進めるため、東日本連携推進協議会が設立

され、官民協働で地方創生に取り組んでいます。  

 

【事業実績・成果・今後の展開】 
（仮称）東日本連携支援センターの開設に向け、機能検討、設計を行いまし

た。  

また、センター開設前の実証的事業として、以下の事業等を実施しました。  

・軒先マルシェ  

 百貨店の軒先で東日本の商材を販売する“軒先マルシェ”を７回実施しまし

た。  

・東日本の商材マッチング支援事業の実施  

 東日本の地域文化を発信するイベント「盛岡ナイト」「里山・里海ナイト（富

山県氷見市・南砺市）を開催しました。  

 今後については、平成 30 年度末の開設に向け改装工事等を行い、開設後は

センターにおいて上記事業の実施や新たなコトおこし等を行っていきます。  

 

【参考資料】 

 （仮称）東日本連携支援センター参考資料  

 

〔  連絡先  〕  

  経済政策課  経済企画係   ０４８（８２９）１３６２（内線４５６６）  
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